
　本年４月１日付で埼玉県立精神保健福祉センター長を拝命しました。どうぞよろしくお願い
いたします。
　近年の精神保健福祉を取り巻く環境は、目まぐるしい変化が起きています。精神疾患を有する
患者数は全国で６００万人を超えるなど増加傾向が続いており、自殺者数についても新型コロ
ナウイルス感染症の流行を契機に増加に転じました。また、地域の現場においては80代の高齢の
親が５０代のひきこもり状態にある子を支えるいわゆる「８０５０問題」、若者や子ども世代に
見られるさまざまな依存に関する問題など地域課題は複雑多様化しています。
　こうした中、令和４年１２月に精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部改正が成立し、
令和５年１１月には精神保健福祉センター運営要領の改正も実施されました。精神保健福祉セン
ターにはこれまで以上に住民に対するメンタルヘルスの保持・増進や市町村・保健所が担う地域精
神保健福祉を支援するとともに、適切な精神医療を推進していくことが求められています。
　そこで、当センターとしては、こころの健康づくり講演会や依存症相談拠点機関としての相
談、精神科救急医療相談など住民に向けた事業の実施のほか、県内の精神保健福祉活動に従事す
る関係職員向けの人材育成研修の充実、適切な精神医療の推進に向けた精神医療審査会の充実
に力を注いで参りたいと存じます。そして県域における精神保健福祉の総合的技術センターと
して役割を果たせるよう、現場の皆様からの声に耳を傾け、協働して参りますので引き続き御理
解、御協力を賜りますようお願い申し上げます。

１　就任のごあいさつ１　就任のごあいさつ
埼玉県立精神保健福祉センター長　長尾眞理子
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１　はじめに  
　このたびの令和６年能登半島地震により、被災
された方々に対し心よりお見舞い申し上げます。
　本県では、大規模災害等が発生し、その後の被災
地域における精神保健医療ニーズへの専門性の高
い精神科医療や精神保健活動による支援を提供す
るため、平成２６年度から災害派遣精神医療チー
ム（DPAT）体制整備事業を開始し、埼玉DPATの
整備を進めてきました。
　平成２６年に災害発生後４８時間以内に被災地
域で活動するDPAT先遣隊を埼玉県立精神医療セ
ンターに設置し、平成３０年には県内１２の精神
科医療機関と埼玉DPAT派遣に関する協定を締結
し、大規模災害等の発生に備えています。
　以下に、DPATと令和６年能登半島地震被害へ
の派遣の概要を紹介させていただきます。
 ２　DPATとは  
　DPATとは、災害派遣精神医療チームの英訳

（Disaster Psychiatric Assistance Team）の頭文
字から命名されたもので、自然災害や航空機・列車
事故、犯罪事件などの集団災害の後、被災地域に入
り、精神医療および精神保健活動の支援を行う専
門的な研修や訓練を受けたチームで、都道府県に
よって組織されます。
 ３　DPATの活動体制  

（１）構成員
　原則として精神科医、看護師、業務調整員を含む
３～５名でチームを構成します。業務調整員は、連
絡調整や運転、医療活動を行う後方支援全般を行
います。被災地のニーズに合わせて、児童精神科
医、薬剤師、保健師、精神保健福祉士、臨床心理士等
の専門職種を含める場合もあります。

（２）活動期間
　１チーム当たり１週間（移動日２日・活動日５日）
を標準として活動します。

（３）活動内容
　DPATの活動内容は大きく以下の５つです。
・被災地での精神科医療の提供

・被災地での精神保健活動への専門的支援
・被災した医療機関への専門的支援
・支援者への専門的支援
・精神保健医療に関する普及啓発
（４）DPATの派遣と指揮系統
ア　県外で大規模災害等が発生した場合
　被災都道府県から直接、もしくは厚生労働省を
通じて応援要請があった場合、県がDPATを派遣
し、被災都道府県の指揮下でDPATが活動します。
イ　県内で大規模災害等が発生した場合
　県災害対策本部、保健医療調整本部の中に埼玉
県DPAT調整本部を設置し、DPAT統括者の指揮
下でDPATが活動します。

（５）DPAT先遣隊
　DPAT先遣隊とは、発災から概ね４８時間以内
に、被災した都道府県において活動できる隊のこ
とです。DPAT先遣隊は、主に本部機能の立ち上げ
やニーズアセスメント、急性期の精神科医療ニー
ズへの対応等の役割を担います。本県では、埼玉県
立精神医療センターが先遣隊を組織することに
なっています。
 ４　令和６年能登半島地震被害への派遣  
　１月１日の能登半島地震では、１月３日に石川
県から厚生労働省DPAT事務局を通じて、石川県の
近隣県にDPAT先遣隊の派遣要請がありました。
　この段階で本県においても、派遣要請があった
場合に備え、DPAT先遣隊を組織している埼玉県
立精神医療センターとともに、医師、看護師、精神
保健福祉士などの派遣人員の調整や、医薬品、通信
機器、被災地での生活用品などの準備を開始しま
した。また、精神保健福祉センターから先遣隊業務
調整員兼県連絡員として先遣隊に帯同できるよう
調整しました。
　その後、DPAT事務局からの派遣要請対象地域
が徐々に拡大し、１月７日に全都道府県に対する
派遣要請があったため、埼玉県DPAT調整本部を
立ち上げ、埼玉県立精神医療センターに対して正
式な派遣の要請を行いました。

（１）埼玉県災害派遣精神医療チーム（埼玉DPAT）について
埼玉県福祉部障害者福祉推進課　障害福祉・自立支援医療担当

２　能登半島地震における埼玉DPAT先遣隊の活動報告
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（２）埼玉DPAT先遣隊第一陣活動報告～厳しい環境下でもチーム力を発揮した８泊９日～
地方独立行政法人埼玉県立病院機構　埼玉県立精神医療センター　看護師　小川弘枝

　翌８日に本県を出発して９日に被災地に入り、
７日間、本県派遣DPATの第一陣として支援を行
いました。その後、DPAT事務局から再度の派遣要
請があり、１月１８日から６日間、第二陣として支
援を行いました。
 ５　終わりに  
　本県から県外へのDPAT派遣は、平成２８年熊

本地震、令和元年台風１５号（千葉県）に続いて３
例目となりました。県では、派遣の経験を今後起こ
りうる県内での発災でも活かし、いざという時に
万全の体制で対応できるよう、平時からの準備の
大切さを認識し、引き続き研修会や訓練を実施し
てまいります。

 １　活動の概略  
　埼玉DPAT先遣隊第一陣は、移動日を含め令和
６年１月８日～同１６日までの８泊９日の日程
で、前半の１月９日～１１日を輪島市で、後半の
１２日～１５日を穴水町で活動しました。
　発災後、１月７日に、厚生労働省委託DPAT事務
局から全都道府県に派遣要請があり、埼玉DPAT
先遣隊を編成し１月８日に出発しました。富山県
砺波市で１泊後、１月９日に石川県七尾市の公立
能登総合病院内にあるDPAT活動拠点本部に到着
し、輪島市での２泊３日の活動の指示を受けまし
た。輪島市内はCOVID-１９、インフルエンザ、ノ
ロウイルスが蔓延しておりアウトブレイク寸前と
いう情報がありました。また、輪島市まで移動する
にはかなりの時間を要するため、派遣先現地での
宿泊になること、個人防護具（以下PPE）や寝袋、食
料品持参が必要という情報を得て、すぐに輪島市
へ向かうこととなりました。
 ２　輪島市での活動  
　輪島市役所内の輪島市保健医療調整本部には
DMAT（災害等派遣医療チーム）活動拠点本部が
あり、DMATからの精神科ニーズの依頼に対応し
ながら活動を進めました。しかし、当初DPATの活
動スペースがなく、連携が図りにくい状況であっ
たため、DPATの連絡員席の確保から始め、３日目
にはDPAT輪島指揮所の立ち上げに至りました。
埼玉DPATの業務調整員（ロジスティクス、以下ロ
ジ）隊員１名が、身体科と精神科の連携を目的に

DMATとの連絡窓口業務を行ったことで、DPAT
というチームの存在が他の支援チームに認識さ
れ、精神科ニーズを集約することによりスムーズ
な対応に繋げることができました。
　輪島市での主な活動は避難所巡回、DMATや保
健所から依頼のあったケースへの診察等でした。
事前情報のとおり、避難所では感染症が蔓延し、エ
リア分けされている避難所が複数ありました。私
たち自身が感染しないこと、そして感染の媒介と
ならないことにかなり注意を払いましたが、被災
地では断水が続いている状況であり、手洗いが思
うようにできない場面も多々あったため、避難所
巡回の際は持参したPPEを上手く活用しました。
 ３　穴水町での活動  
　後半の穴水町では、穴水町保健センター内の穴
水町保健医療福祉調整本部に設置されたDPAT指
揮所運営を引き継ぎました。指揮所運営と現場活
動を兼任して行うため、輪島市での活動同様にロ
ジ１名が連絡窓口係として指揮所に残り、３名が
避難所巡回等の現場活動を担いました。避難所で
は被災のストレスを抱えながらも、被災者の方々
が炊き出しを行っている地域もあり、メンタルヘ
ルスのニーズが高まっていました。そうした状況
には避難所の個室となるスペースを利用して、医
師が１対１で診察して対応したことで緊張の糸が
ほどけたのか、涙を流す方もいらっしゃいました。
　避難所巡回と合わせて、指揮所に隣接している
精神科クリニック、DMAT、保健師チーム等の他
チームとの連携及びニーズ把握、支援者支援用の
パンフレットの配布も重要な活動でした。時間の
経過と共に被災地でのニーズは変化していきま
す。混乱や急性増悪への対応等の急性期のニーズ
から、支援者支援等の“被災者がその地域で暮ら
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すため”の支援に移行していく様子を目の前で感
じました。支援者支援用のパンフレットを保健師
チーム等を通して配布したことで、被災者だけで
なく支援者の現状にも目を向けることに繋がり、

「支援者支援の窓口をどこにするか」と現実的な課
題を共有することができました。当初はDPAT指
揮所の連絡先等が窓口になりますが、DPATが撤
退した後は窓口が不在となります。窓口を地域に
移行していくためには、窓口となる地域職員の疲
労度やストレス状況を把握し、慎重に行わなけれ
ばならない難しさを感じました。
　当時は、輪島市、珠洲市など他市町村の支援ニー
ズがより高い状況であったため、穴水指揮所への
DPAT派遣は最小限となり、私たち埼玉DPATは
活動最終日に穴水指揮所を閉所しました。
 ４　チームの団結力とセルフケア  
　DPATの標準活動期間は移動日を含め６泊７日
ですが、今回はそれを上回る８泊９日という長期
間の活動でした。厳しい環境下で長期の活動を乗
り切ることができたのは、職員や家族からの連絡
によるたくさんの応援や励ましの言葉をいただい
たこと、メンバー４人で会話を重ね、チームの団結
力を強めることができたからだと思います。災害
支援はチームとしていかに機能するかが重要です。
　また、活動中少しでも気持ちが休まる時間を持
つことも大切な要素だと実感しました。ホットア
イマスクや、温かい食事など、私たち自身が健康を
維持できるようセルフケアを大切にすることで
す。限られた範囲ではありますが、食べたいものを
食べ、休めるときに休むことが長期間の活動を乗
り切るポイントかもしれません。特に輪島での活
動の際は、宿泊先が空港のロビーであり、窓ガラス
も割れている場所での休息となりました。余震も

続く中、ガスコンロでお湯を沸かし、温かいアル
ファ米を食べた時にほっとしたのを覚えていま
す。穴水町の活動では被害が少ない富山県まで移
動してホテル泊としたので、地震による道路の亀
裂や積雪等の悪路、渋滞があり、移動時間が片道２
～３時間と多くの時間を要しました。運転するロ
ジの２名には大きな負担となりましたが宿泊地の
ライフラインが整っていたことで、入浴ができ、温
かい布団で眠れ、私たち自身の疲労やストレスも
随分回復できたように思います。
 

５　最後に  
　活動期間中に幾度となく考えたのは、埼玉県が
発災した場合にどうなるかという不安でした。
有事の際の迅速かつ冷静な判断と対応は、平時か
らの訓練により発揮されるものだと考えます。
DPAT先遣隊が技能維持訓練等に参加することは
もちろん、埼玉県全体で有事を想定し、万が一に備
える必要があると実感しました。そして今回、避難
所を巡回する中で多くの被災者の方と言葉を交わ
し、被災者の心境を思うと心が痛むことがありま
した。私たちは活動期間が決まっていたからこそ、
無事に任務を全うすることができましたが、先の
見えない被災者の気持ちは計り知れません。私た
ちの活動は終了となりましたが、今も不自由な生
活を強いられている方々が、一日も早く平時の生
活に戻れることをお祈りいたします。そして、私た
ちチームを支えてくださった全ての方に感謝申し
上げます。

（３）埼玉DPAT先遣隊第二陣活動報告～発災から２週間経過し、支援者支援の大切さを知る～
地方独立行政法人埼玉県立病院機構　埼玉県立精神医療センター　看護師　生山佳寿美

 １　活動の概略  
　埼玉DPAT先遣隊第二陣は、令和６年１月１７
日～同２３日までの１週間の派遣活動となりまし
た。私たち第二陣は１月１７日午前１１時に埼玉
県立精神医療センターを出発し、初日は富山市に
宿泊しました。
　活動初日の１８日は、石川県七尾市にある能登

中部保健福祉センターに設置された能登医療圏
DPAT活動拠点本部にて業務を行いました。能登
医療圏DPAT活動拠点本部は、輪島市、七尾市、穴
水町、能登町、珠洲市を管轄し、DPAT輪島指揮所、
DPAT能登指揮所、DPAT珠洲指揮所を立ち上げ
てDPATが活動していました。私たちは、翌日から
の活動について穴水町におけるDPAT指揮所の再
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設置と活動の指揮を命じられました。
　１９日は穴水町保健センターに設置されている
穴水町保健医療福祉調整本部において、DPAT穴水
指揮所の再立ち上げを行い、DPAT広島隊と活動を
開始しました。主な活動内容としては、避難所や施
設を巡回しているDMAT（災害時派遣医療チーム）
やJMAT（日本医師会災害時派遣医療チーム）から
の依頼に基づき避難者や支援者のメンタルケアに
関する相談を行いました。またDPAT輪島指揮所へ
の応援用務として輪島市門前町へ訪問しました。
その他にDPAT活動拠点本部からの依頼として、こ
どもたちのメンタルケアニーズの把握と支援者の
メンタルケアニーズの把握を行いました。

 ２　活動状況  
　第二陣の活動は発災から２週間以上経過し、中
学生はオンラインで授業が再開、小学生は授業再
開に向けた話し合いがされている時期でもありま
した。穴水町の小中学校は避難所として使用され
ており、授業再開への準備として、教室に避難して
いる方々を体育館や他の避難場所に移動させる必
要がありました。また校庭は救護支援関係の車両
の駐車場になっており、こどもたちは制限された
空間で遊んでいました。学校の授業再開に向けて、
穴水町の保健師からの依頼により、こどもや教職
員のメンタルケアニーズの把握のため教育委員会
との話し合いを行いました。教育委員会としては、
学校の再開後にこどもたちがどのようなストレス
状況にあるかを把握し、いかに対応していくかが
課題になるだろうと話されていました。また、教職
員については避難所の運営と学校の再開というダ
ブルタスクを抱え、かなり疲弊しているだろうと
の意見でした。
　大災害では、行政職員の方々も被災者です。しか
し、自身のケアや自身の被害への対応よりもそこ
に集まる被災者支援の行動が優先されています。
精神的な不調を感じていても相談できない支援者
が多数いるであろうと思われました。JMATの避
難所巡回に同行したときに、ボランティアの方が

「メンタルヘルスのニーズは避難者だけでなく地
元の支援者にもとても重要であり、必要である。」
と話されていました。被災者だけではなく支援者
を含めた地域全体のメンタルケアニーズにどのよ
うに応えていくかが課題でもあると感じました。

 ３　今後に向けて  
　DPATの指揮所があった穴水町保健医療福祉調
整本部の入り口には、「組織の垣根を越えて、穴水
町の医療関係者を支える活動を！！」という活動
ポリシーが掲示されており、たくさんの支援チー
ムがそれぞれの特性を活かし、協力できるよう活
動目標を共有する姿がありました。
　発災から２週間以上経過すると、災害支援の
フェーズは『命を助ける支援』から『命と生活を守
る支援』へと緩やかに移行します。しかし、身体的・
精神的な不安や辛さを抱えていても、支援につい
ては拒否感を示す事も多かったという情報もあり
ました。平時から精神科医療に抵抗感を感じる方
が多い地域において、DPAT先遣隊隊員として避
難者、支援者が求めるニーズを把握し、対応する
事の難しさを感じる時もありました。また振り返
ると、活動先で目の前に広がる被災地の非日常的
な現状と、その日の活動を終えて戻ってきた被災
のない宿泊地の普段と変わらない日常に大きな
ギャップを感じ、私のストレスになっていたと思
います。しかし宿泊地に戻る片道３時間という移
動時間によって気持ちを切り替えることができ
て、被災地に少しでも役立ちたいという活動のモ
チベーションの維持ができました。そして職場や
家族の大きなサポートによって先遣隊隊員のスト
レスが癒されたことを実感し、よりよい支援活動
をするためには支援者も適切なサポートを受ける
ことが重要であると痛感しました。
 ４　最後に  
　発災から半年が過ぎようとしていますが、復興へ
の道のりは始まったばかりです。「能登はやさしや土
までも」と言われるそうです。優しく温かな能登地方
が復興されることを応援し続けたいと思います。
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３　精神保健福祉法の改正について（概要）

埼玉県保健医療部疾病対策課　精神保健担当
 １　はじめに  
　令和４年１２月、第２１０回国会において「障害
者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律等の一部を改正する法律（令和４年法律
第１０４号）」が成立し、令和４年１２月１６日に
公布されました。これにより、「精神保健及び精神
障害者福祉に関する法律（以下、「法」という）」も一
部改正されました。法改正の一部は令和５年４月
１日から施行されており、令和６年４月１日から
は全面施行となりました。
　ここでは、法改正の概要について述べます。
 ２　令和５年４月１日施行部分の概要  

（１）目的規定における権利擁護の明確化
　今回の法改正により、障害者基本法（昭和４５年
法律第８４号）にある「全ての国民が、障害の有無
にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけ
がえのない個人として尊重されるものであるとの
理念」にのっとり、精神障害者の権利の擁護を図る
ものであることが明文化されました。

（２）家族が虐待等の加害者である場合の対応
　医療保護入院の同意や退院請求等を行うことが
できる「家族等」のうち、児童虐待、配偶者からの暴
力、高齢者虐待、障害者虐待等の加害者が除かれま
した。また、当該家族が唯一の家族である場合、医
療機関は市町村長同意を申請できるようになりま
した。

（３）�入院患者への告知事項に関する見直し及び家族
等への告知の追加

　これまでも、入院患者に対する告知事項に「入院
措置を採ること」「退院請求等に関すること」があ
りました。今回の法改正では、「入院措置を採る理
由」の告知が追加となりました。また、これらの告
知について措置入院（緊急措置入院）の場合は措置
診察のための通知を行った家族等へ、医療保護入
院の場合は同意を行った家族等に対しても告知す
ることになりました。 

（４）�新規申請に向けた精神保健指定医（以下、指定医）
研修会の有効期間

　指定医の新規申請にあたり、従前までは指定医

研修会の受講から１年以内に申請する必要があり
ました。今回の法改正では指定医研修会の受講後
３年以内であれば、申請が可能となり、既に研修
会を受講した者にも適用されます。例えば令和３
年に研修を受講した場合、従前であれば令和４年
に有効期限が切れますが、令和５年４月以降は既
に研修会を受講済みの方であっても研修会受講か
ら３年以内であれば新規の申請が可能になりまし
た。
 ３　令和６年４月１日施行部分の概要  

（１）医療保護入院の見直し
　医療保護入院者については、これまでの法改正
でも大きく見直されてきました。平成２５年の改
正では、保護者制度の廃止、医療保護入院における
入院手続等の見直し、精神科病院の管理者に対す
る退院促進措置の義務付けが行われました。
　そして、今回の法改正で医療保護入院の手続き
等がさらに見直され、医療保護入院の入院期間が
法定化されました。当該医療保護入院から６か月
を経過するまでの間は最大３か月以内、６か月を
経過した後は最大６か月以内とされました。
　治療や退院に向けた支援を尽くしたにもかかわ
らず、当該期間内に退院や任意入院への変更がで
きない場合は、やむを得ず医療保護入院を更新す
ることができます。更新する場合の手続きにおい
て、①指定医による診察の結果、なおも医療保護入
院が必要であると判定されたこと、かつ②医療保
護入院者退院支援委員会において退院による地域
における生活への移行を促進するための措置につ
いて審議が行われたこと、が必須になります。退院
支援委員会では、医療保護入院者の入院期間の更
新が必要と認められる場合、更新後の入院期間及
び退院に向けた取組の方針を定めなければなりま
せん。
　上記①と②に該当する場合、家族等の同意があ
るときは本人の同意がなくても、前述の法定期間
内で更新することができます。この医療保護入院
の期間の上限は、令和６年４月１日以前から入院
している医療保護入院者（施行日時点入院者）にも
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適用され、令和７年３月末までに全ての医療保護
入院者の入院期限が到来することになります。
　精神科病院の管理者は、医療保護入院の措置を
採ったときや医療保護入院の期間を更新したとき
は、１０日以内に同意者による同意書を添えて最
寄りの保健所長を経て都道府県知事等に届け出な
ければなりません。
　これら医療保護入院に「入院期間」が定められ、
一定期間ごとに入院の要件の確認が義務付けられ
ることで、長期的に漫然と非自発的な入院をさせ
ることを抑止する効果が期待されます。

（２）�措置入院時の入院必要性に係る精神医療審査会
における審査 

　従来の医療保護入院時に関する審査に加え、措
置入院時にも当該措置入院者の症状等を精神医療
審査会に通知し、その入院の必要性に係る審査が
必要となります。

（３）地域生活への移行を促進するための措置
　措置入院及び医療保護入院が本人の同意を得る
ことなく行われる入院であることを踏まえ、本人
の人権擁護の観点から可能な限り早期治療・早期
退院ができるよう求められます。今回の法改正に
より、従前までは医療保護入院者にのみに選任さ
れていた退院後生活環境相談員が、措置入院者に
対しても選任が義務付けられます。
　また、「本人や家族等から求めがあった場合」や

「退院促進のために必要な場合」は地域援助事業者
を紹介することが努力義務でしたが、義務化され
措置入院者にも適用されます。
　退院後生活環境相談員の役割において、日頃か
ら市町村や地域援助事業者等と連携することが重
要です。仮に入院者から地域援助事業者の紹介に
関する希望がなくても、当該入院者が希望する地
域生活について聴取するとともに、障害福祉サー
ビス等の利用について、丁寧な説明を継続して行
い、後に当該入院者がその利用を希望した場合に
は速やかに紹介等を行うことができるよう連絡調
整に努めることが求められています。
　一方、地域援助事業者は入院者が障害福祉サー
ビス等を退院後円滑に利用できるよう相談援助を
行うこと、入院者との相談に当たっては退院後生
活環境相談員との連絡調整等の連携を図ること、
相談援助を行っている医療保護入院者に係る委員
会への出席の要請があった場合にはできる限り出

席して退院に向けた情報共有等に努めることが求
められます。
　以上の対応は、早期退院のためにも有効な措置
であることから、医療保護入院や措置入院に限ら
ず、その他の入院形態の入院患者に対して同様の
措置を講じることにより退院促進に努める必要が
あります。

（４）�精神障害者等に対する包括的支援の確保及び支
援体制の整備

　都道府県及び市町村等が行う相談及び援助につ
いて、精神障害の有無やその程度にかかわらず、地
域の実情に応じて精神障害者及び保健、医療、福
祉、住まい、就労その他日常生活に係る精神保健に
関する課題を抱える者の状態に応じた適切な支援
が包括的に確保されることを旨として行われなけ
ればならないことが明確化されました。
　また、都道府県及び市町村は、精神障害者及び精
神保健に関する課題を抱える者への支援体制の整
備について、関係機関、関係団体、当事者及びその
家族等その他の関係者による協議を行うよう努め
なければならないと規定されました。

（５）市町村への支援に関する都道府県の協力等
　都道府県は、市町村の求めに応じ、当該市町村が
行う業務の実施に関して精神保健福祉センター及
び保健所による技術的事項についての協力その他
当該市町村に対する必要な援助を行うように努め
なければなりません。

（６）入院者訪問支援事業の新設
　今回の法改正で新たに設けられた都道府県等に
よる任意事業です。精神科病院において業務従事
者が丁寧に医療を提供していても、入院者のなか
には面会交流の機会が少ない等の理由で孤独感や
自尊心の低下がみられ、日常的な困りごとを誰か
に相談することが難しい、誰に相談してよいか分
からないなどの悩みを抱える方がいらっしゃいま
す。このような第三者による支援が必要と考えら
れる方に対し、入院者本人の希望に応じて傾聴や
生活に関する相談、情報提供等をするための訪問
支援員を派遣する事業です。
　対象は家族等がいない市町村長同意による医療
保護入院者等を中心に考えられています。病院と
利害関係のない外部からの訪問者だからこそ話せ
ることもあり、訪問支援の利用によって当該入院
者と病院の業務従事者とのコミュニケーションの
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補完も期待されます。
（７）精神科病院における虐待の防止
　今回の法改正で、精神科病院の管理者には虐待
の防止に関する意識の向上のための措置、業務従
事者その他の関係者に対する虐待の防止のための
研修の実施、普及啓発、虐待に関する相談に係る体
制の整備、虐待を防止するための必要な措置を講
じることが新たに規定されました。また、指定医は
勤務する精神科病院において、前述の取組み等が
円滑かつ確実に実施されるよう協力しなければな
らないとされています。
　また、精神科病院において業務従事者による障
害者虐待を受けたと思われる精神障害者を発見し
た者は、速やかにこれを都道府県に通報しなけれ
ばならないと規定されました。虐待の類型と定義
については、「障害者虐待の防止、障害者の養護者
に対する支援等に関する法律（平成２３年法律第
７９号）」（障害者虐待防止法）に示される以下のと
おりです。

虐待の類型 虐待の定義

①身体的虐待

障害者の身体に外傷が生じ、若しくは
生じるおそれのある暴行を加え、又は
正当な理由なく障害者の身体を拘束
すること。

②性的虐待
障害者にわいせつな行為をすること
又は障害者をしてわいせつな行為を
させること。

③心理的虐待

障害者に対する著しい暴言、著しく拒
絶的な対応又は不当な差別的な言動
その他の障害者に著しい心理的外傷
を与える言動を行うこと。

④放棄・放置
　（ネグレクト）

障害者を衰弱させるような著しい減
食又は長時間の放置、他の利用者によ
る上記に掲げる行為と同様の行為の
放置その他の障害者を養護すべき職
務上の義務を著しく怠ること。

⑤経済的虐待
障害者の財産を不当に処分すること
その他障害者から不当に財産上の利
益を得ること。

　業務従事者は、この通報をしたことを理由とし
て、解雇その他不利益な取り扱いを受けないこと
が法律上規定されています。また、業務従事者によ

る障害者虐待を受けた精神障害者は、その旨を都
道府県に届け出ることができます。
　厚生労働大臣又は都道府県知事は、精神科病院
の管理者に対し、報告徴収等や改善命令等を行う
ことができるとし、都道府県知事は、毎年度、業務
従事者による障害者虐待の状況、業務従事者によ
る障害者虐待があった場合に採った措置、虐待を
行なった業務従事者の職種を公表するとしていま
す。
　この通報制度は、精神科病院を罰することを目
指すものではなく、障害者虐待を早期発見するこ
とで、深刻化することを防ぐための制度だと言え
ます。
 ４　今後の課題  
　精神保健福祉法附則では、施行後５年を目途と
して、施行の状況等を勘案しつつ検討を加え、必要
があると認めるときは、その結果に基づいて必要
な措置を講ずるとしています。
　医療保護入院など本人の同意がない非同意入院
制度のあり方について、今回の法改正の過程で引
き続き検討する、とされました。附則第３条で「政
府は、精神保健福祉法の規定による本人の同意が
ない場合の入院の制度の在り方等に関し、精神疾
患の特性及び精神障害者の実情等を勘案するとと
もに、障害者の権利に関する条約の実施について
精神障害者等の意見を聴きつつ、必要な措置を講
ずることについて検討するものとする」と規定さ
れています。令和６年５月２０日、厚生労働省は

「精神保健医療福祉の今後の施策推進に関する検
討会」の初会合を開きました。
　本人の同意を条件にすることで医療等のサービ
スが提供されないことが患者本人の不利益につな
がるという視点や権利擁護の視点など、手続き方
法や適用範囲などの根本的な部分から議論するこ
とが求められています。
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